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論文 温度応力低減 を目的 と した部分的プ レ クー リン グお よび低熱

ボル トラ ン ドセ メ ン トの 部分使用の 効果 に つ い て

江渡正 満
＊ 1 ・丸山久一＊ 2

要旨 ： マ ス コ ン ク リー ト構造物で は水和熱に 起 因す る温度応力に よ り温度 ひび割れが発生

する 。 温度応力 を低減する に は こ れ まで 各種対策が 講 じられ て い るが ，よ り低 コ ス ト且 つ

効果的な対策が望 まれ て い る 。
こ の よ うな こ とか ら ，本論文は底版 状 マ ス コ ン ク リ

ー ト構

造物 にお け る温度応力 を低減す る方法 と し て ，プ レ ク
ー

リ ン グある い は低熱ボ ル トラ ン ド

セ メ ン トの 部分使用 に 着 目 し ， その 効果 を実験 的お よび解析的に検討 した結果に つ い て 取

りまとめ た も の で ある。

キ
ー

ワ
ード：マ ス コ ン ク リ

ー
ト ， 温度応力 ，

プ レ ク
ー

リ ン グ ， 低熱ボ ル トラ ン ドセ メ ン ト

　1 ． は じめ に

大型半地 下構造物や LNG 地下式貯槽の底版 に

代表 され る 内部拘束に よる温度応力が卓越する

マ ス コ ン ク リート構造物にお い て ，温度応力 に

よ っ て 生 じるひび割れ を制御する場合 ， 比 較的

多 く用 い られ る方法は ，保温養生 の 採用 ， 低熱

セ メ ン トの 使用 ，打設ブ ロ ッ ク寸法の 変更など

である 。 また こ れ らの 対策で温度 ひ び割れが制

御で きな い 恐れが あ る場合は ，プ レ ク
ー

リ ン グ

や パ イプク
ー

リ ン グ な どの さ らに進ん だ対策が

講 じられ る 。

温度ひ び割れ制御対策を計画する場合は、各種

対策の 得失を念頭 に置き， 効果 ， 施工性 ， 経済性

な どに つ い て 総 合的な検討が行 わ れ る が ，特に

経済性が 重要な判断指標 となる 。

また ，温度 ひび割れ制御対策を立案す る 場 合 ，

温度応力を精度 よ く推定する必要がある 。 温度

応力の推定は ，現在有限要素法 を用 い た増分 法

による弾性解析が行われ る のが
一
般的である

1）
。

こ の 場合、推定精度に大 きく影響する クリ
ープ

の 取 り扱い は ，
一般 に有効ヤ ン グ係数 と して評

価する 。 有効ヤ ン グ係数 を設定する際の 静ヤ ン

グ係数 に対する補正係数Φ につ い て は ，種 々 の

研究報告が され て い るが
2 〕

、5 ）
， そ の 研究例が

少 なく ， 実測 に もとつ い た測定デ
ー

タの 積み 重

ねが必 要 と考えられ る 。

　以上よ り本研究は ，内部拘束応力の 卓越する

マ ス コ ン ク リ
ー

ト構造物に発生す る 温度 応力低

減対策 と して ，よ り低 コ ス ト化が 図れ る と考え

られ る低熱ボ ル トラ ン ドセ メ ン トの 部分使用お

よ び プ レ ク ーリ ン グの 部分 使用 s ｝・7 ） の 効果に

対する評価 ならびに有効ヤ ン グ係数の 評 価を実

験 的お よ び解析的検討す る こ と を 目的 と して

行 っ た もの で あ る 。

2 ．低熱ボ ル トラ ン ドセ メ ン トお よび プ レ

　　ク
ー

リ ン グの 局部使用 の有効性

2 ． 1 内部拘束によ り発 生する表層の 温度応

　　　　力 の 発生メ カ ニ ズ ム

　簡単の た め に図一 1 に示すよ うに コ ン ク リ
ー

ト部材 （厚 さ H ）を内部 （線膨張係 数 α 1、厚

さ hl 、 ヤ ン グ係数 E1 ）と表層 （a2 、h2 、

E2 ）に分けて 考え，ある 時刻間に 断面平均で

そ れぞれ △T1 と △ T2 の 温度上 昇が 生 じた とす

る 。
こ の 場合表層 に発生 す る応力に直接起因す

る ひ ずみ （拘束ひずみ）増分△ e2 とそれ によ
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内部拘 束応力の 発生 メ カ ニ ズ ム

り発生する応力 （温度応力〉増分 △ σ 2 は、コ

ン ペ ン セ
ー

シ ョ ン ライン （CPL ）
8 ｝ の 考えを

適用する と以下の ようになる 。

　 △ ε 2＝α 1△ T1　（1一α 2△ T2ノα 1△ T1）xK 　（1）

　 △ σ　2 ＝E2× △　ε　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　 K ＝1111 ＋（E21EIXh2 血 1）｝

　 X 　［1・1ノ｛1＋　11＋ （EWEI ）（h21hl）｝　｝1＋（E21E1）α12／

　　　hl）3｝（EltE2）（hllh2）（h1／H ）
213

｝］

　底版表層に発生する応力 を規定する もの は、

表面 と内部の 自由膨張量比 α 2△ T21　al △ T1 ，

ヤ ン グ係数比 EVE2 、 厚 さ比 h2thlであ る。

2 ． 2低熱ボ ル トラ ン ドセ メ ン トの表層使用

　　　 の 有効性

　これ まで
，低熱ボル トラ ン ドセ メ ン トを底版

状 マ ス コ ン ク リ
ートの 温度ひび割れ制御対策と

して 使用 する場合，その 低発熱性 に着 目し リ フ

ト全厚に対 して同セ メ ン トを使用 して い る 。 し

か し，同セ メ ン ト は普通 セ メ ン トや 高炉セ メ ン

トに比 べ て
一般的 に高価で あるため，こ こ で は

低熱ボ ル トラ ン ドセ メ ン トの ヤ ン グ係数の 発現

速度が遅 い こ とに着 目 し ， 同セ メ ン トを部分的

に使用する こ とを考える 。 図
一 2 は 、 式 （1 ）

よ り，拘束ひずみ お よ び温度応力 と E1／E2 の

関係 を示 した もの で あ る 。 こ れ よ り ， E21El

が低 い ほ ど拘束ひ ずみ は 増加す るが ，表層の

ヤ ン グ係数 E2 の 低下 が 勝 り ， 結果的 に表層の

温度応力は低下 する 。 こ れ が 低熱ボ ル トラ ン

ドセ メ ン トを部分的に使用する効果である 。

’

2 ． 3 プ レ クーリン グの表層使用の有効性

図 一 3 は 、 底版状 マ ス コ ン ク リー トに お い て
’
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図一 2　ヤ ン グ係数比 （E2／El）
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と拘束ひ ずみお よび温度応力の 関係

プ レ ク
ー

リ ン グ を表層の み に使用 した場合の 部

材内の 温度変化 を模式的に示 した もの で あ る 。

コ ン ク リ
ー

ト打設後 ，コ ン ク リー ト内部の 温度

は
， 水和熱や 部材内 の 熱移動 ，境界 との 熱収支

に よ り分布 を持 つ こ とに な るが ．表層 をプ レ

ク
ー

リン グ した場合は ，打設時点にお い て 表層

部分 と外気温度 お よび冷却 して い な い 内部 コ ン

ク リ
ー

トとの 間に温度差が生 じる 。 プレ ク
ー

リ

ン グに よ り冷却 した表層部分の温度上昇 は ，水

和熱に 加えて 温度差 に よ り加速 され る 。 こ の た

め 式 （1）にお ける α 2 △ T21 α 1 △ T1 が 1に

近づ き、拘束ひ ずみ △ ε 2 は低下 し，温度応力

が低減する 。

外 気 （暑 中 ）

驫
外気 （暑 中）

15

発 熱

30 ℃

地 盤

温 度 の 分 布

0　　 30　　 60℃

L蔭、

　 　 30　　 60 ℃

騰 、

温 度 上 昇 量 の 分 布

0　 20　 40

、巨渉
（D プ レ ク ーリ ン グ な し

0　　　　　　　　　　 0　 20　 40 ℃

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 △ T2

勝
（2）衷 層 を プ レ ク ー

リ ン グ

図
一 3部材内の温度変化模式図

　3 ．実験お よび結果の概要

　3． 1試験体の 概要

．q）形状寸灘 よ
鯉設計器

　鹵一 4 に試験体の 形状寸法お よび埋設計器 の

設置位 置を示す 。 表一 1
幽
に埋 設計器 め仕様 を

示す 。 試験体側面は、底版状の構造物の 温度分

一 1148一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

目地詳細

斎
瓢

表一 2 試験 ケ
ース

口 対策 部分

贐 無対策部分

一
300

D且6x4 本

鉄板

　 〔70em 幅〕
　 　 　 　 発抱 ス チ 1卍

　 　 フo　　ル 　 o じ mPt

」瞭
　 　 気湯 2、現場葺生水温 2

● 樋 励 計 tosan ロ ma 力計 o 熱電対 　単位 cm

図 一4 試験体と計測位置

表一 1 計器 の 種類 と設置個数
一
　　の

△

温 、　
■ C−C 16

ひず み 京温 K団一100B 6

応 エルメス GK−100−505 6

応 、　
冒

KMF−51 6

布 を再現するため に ，厚さ 20cm の 発泡 ス チ

ロ
ール に よ り断熱 して い る 。 したが っ て 部材内

の 温度変化 は上 下方向が卓越する。 試験体内部

および表層 には こ の温度分布に よ っ て発生する

ひずみや温度応力を測定するため の 埋 め込み型

ひずみ計 と有効応力計 を設置 した 。 有効応力計

は ，計器内部 に打設 コ ン ク リ
ー トを充填する こ

とで ，変換器の
一

部 と して機能す る こ と に よ り

，コ ン クリ
ー トに発生 する応力 を直接計測する

もの である。 また 、 埋 め 込み 型ひずみ計の 測定

値は ， 温度応力 に起因する ひずみ （拘束 ひず

み） と温度膨張 ひ ずみ を含ん だ全ひずみ で ある

ため ，埋 め込み型 ひずみ 計を周囲か ら絶縁 した

容器に い れ て 温度膨張ひずみ そ の もの を計測す

る計器 （無応 力計）を別途設置 した 。 さ らに、

こ れ ら計器 の 温度特性 を補正する ため に 、 熱電

対を設置 した 。 また、表層に は対策の差 をひ び

割れ発生有無に よ り評価で きるよ うに、ひび割

れ誘発 目地 を設置 し た 。

本試験は温度応力 の み に 着目す るため ， 乾燥

収縮ひずみが無視で きるよ うに ， 試験体全面を

ビ ニ
ール 被覆 した 。 また材齢初期 の 上面か ら の

水分逸散防止 を確実にするため ，、 打設 後材齢

1 日まで 湿潤 した養生 マ ッ トを上面 に敷 い た 。

（2 ）試験 ケ
ース お よ び配合

表一 2 に試験 ケ
ース を示す 。 ケ

ース 1 は
， 温度

ケ
ー

ス L 匹

1 な し 靱

2
表 層 ブ レ ク

ー
リ

　 ン グ 打 設
早強

3 表 層 低 熱 コ ン ク

　 リ
ー

ト 打 設

表
一 3 コ ン ク リー トの 配合

単 位 量　（k ／ m3 　）

鯀 スランプ

c囗

W ／C
　 覧

air

覧

s／a

も

W 　　 CSGAdL

轍 12504 ．543175350742012 ．8
鰈 12564 ．5501632929059332 ．34

設計基準強度 3EM圄齠 磁 高 性 能 AE 減 水 剤

保証材齢 早螂 日、坦醐 1凵

応力が顕著 に発生す る早強セ メ ン トを用 い た コ

ン ク リ
ー

ト （以下早強 コ ン クリ
ー

ト）を用 い て

全 厚を打設 した 。 ケ
ー

ス 2 は ， ブレ ク ーリ ン グ

の 部分使用に 関す るケ
ース で あ り，下層の 15

0cm 範囲に 25 ℃程度の 早強 コ ン ク リ
ー トを

打設 した後 ， ただちに表層 の 30cm の み に事

前に 10 ℃程度に プ レ クーリ ン グ した早強 コ ン

ク リー トを打設 した 。 ケ
ー

ス 3 は
， 下層の 15

0cm 範囲 に早強 コ ン ク リ
ー トを打設 した後た

だ ちに 表層 の 30cm の み に低熱ボ ル トラ ン ド

セ メ ン トを用 い た コ ン ク リ
ー

ト （以下低熱 コ ン

ク リー ト）を打設 した 。

（3 ）材料特性

20 ℃水中養生お よび現場水中養生した試験体

の 強度試験結果よ り，積算温度 M （℃ ・時間）と

の 関係 を求めた結果 を以下 に示す 。

早強コンクリー一｝： f’

c ＝W （31．35＋0．0241M）

低熱コンクiJ一ト： f’

c ＝ M／（176．3＋0，0279M）　 （3 ＞

　　　　　　　　　　単位 N ／mm2

3 ． 2 実験結果

図 一 5 に 内部 と表層 の 温度計測結果 を示す 。

図一 6 に温度応力計測結果 ，図
一 7 に拘束ひず

み の 計測結果 を示す 。

こ れ よ り、プ レ ク
ー

リ ン グ （ケース 2）や低熱

コ ン ク リートを部分使用 した試験体 （ケ
ース 3 ）

は ，実施 しな い 試験体 （ケ ース 1）に比較 して 、

温度応力お よび拘束ひずみが低減してお り ， 部

分使用の効果が認 め られ る。 なお ，図一 2 の傾
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図
一 5 温度計測結果
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　　　　 図一 6 温度応力解析結果
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　　　　　図一 7 拘束 ひずみ測定結果

向と異 な り，ケ ー
ス 3 の 表層 の 拘 束ひ ずみ が

ケース 1 に比 べ て小 さ い が ，こ れ は実験 か ら得

られ るケ ース 3 の a2 △ T2 ／ α 1 △ T1 が

ケ
ー

ス 1 に比 べ て 大 きい こ とが考え られ る 。

また ，ひび割れ誘発 目地部にはケ
ー

ス 1は 0．

08mm 幅、ケ
ー

ス 3 は 0． 06mm 幅の ひび

割れが発生 した 。 ケ ース 2 はひび割れ の 発生 は

認め られ なか っ た 。

4 ．プ レ ク
ー

リングお よび低熱 コ ン ク リ
ー

ト

　　 の部分使用の効果に関する解析的検討

4 ． 1検討方針

プレ ク
ー

リ ン グお よび低熱 コ ン クリー トの 部分

使用に よ る温度応力の 低減効果を解析的 に比較

検討する 。 温度応力解析 に は クリ
ー

プの 表現方

法と して有効ヤ ン グ係数を用い た有限要素法を

用い る 。

まず，温度実測値 を解析で 再現する 。 その 結果

を用 い た温度応力解析で は ，有効ヤ ン グ係数設

定の 際必 要 となる静ヤ ン グ係数の 補正係数Φ は

以 下の 方法で 求め る 。

5 ｝

  実測拘束ひずみ ε お よび実測温度応力 a と材

齢一実測値の 関係 を ， 多項式の最小二乗法など

で 回帰 し ， 測定結果の代用値 とする 。

  回帰結果 を用 い て各材齢に対 して補正係数 Φ

を求め る 。

　Eeff（t）＝ △ a （t ）／ △ ε （t）

　早強 ：E ＝0．25x105fce・− 93g

　低熱 ：E ；O．42 × 105fc°・3395

　　　　　　　　　 単位 kgf／cm2

補正係数Φ ＝Eeff （t）／ E

　　　　 △ ：時間増分 に対す る増分

（4 ）

（5）

（6）

（7）

各対策の効果を同
一

条件で 比較する ため に，補

正係数 Φ や線膨 張係数 α は実験 か ら得 られた値

の 平均 を用い る 。

　4 ．2計測結果に もとつ い た補正係数Φの設定

補正係数 Φ と材齢と の 関係の
一

例 （ケース ユ）

を図
一 8 に 示す 。 こ れ ま で の 研究 に よ れ ば補

正係 数Φ は ，温 度応力 の 状態に応 じて 設定すべ

きとの 報告がある。2 ）− 5 ）そ の た め本論で は 「圧

縮 応力増加」 「圧縮応力減少」「引張応力増加」

「引張応力減少」 な ど の応力状態 に応 じて Φ を

整理する 。

表 一4 は補正係数Φ の 計算結果で ある 。 試験

体内部に 設置 した埋設計器 では ，材齢ご く初期

（材齢半 日まで ）と 「圧縮応力減少域」で 1．0

を上回る結果が得 られ た 。 補正係数 Φ は 1 ． 0

　　　 3
「
一 一

1
一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 内鰯の応力状騨

　 　 　 　 縮増加 1　　　 日E帽減少 T　　　
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　 引張増加
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図一 8 補正係数Φ の変化 （ケ
ー

ス 1 ）
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以下 と考えられるが ，理由 として は、極若材齢

で の 計測器精度 ， 静ヤン グ係数の 設定精度や ，

回帰式精度 などが 考えられ る 。

一
方 ，表層 に設置 した計器に 関する Φ つ い て

は ，ケ
ー

ス 2 ， 3 にお い て 材齢 1 日付近で の 養

生 マ ッ ト撤去 に よ る急激な引張応力の増加時以

外は Φ ≦ 1 ． 0 とな っ た 。

相対比較を 目的と した対策の 効果 の 解析で は ，

表一 4 に示す ような補正係数の 全平均 を対象に

し ，
且 つ Φ ≦ 1， 0 として用 い た 。

　　表 一4 補正係数Φ計算結果 （平均値）

z ケース 圧 z 弓

11 ．48α 47） 1．13 α邸

皹 21 ．鉛 0．61） 1．33 α78
3 α62 1。22 α52
、

α57 1．230 ．72
弓　　 日 弓　　亅 圧

1 αゐ α42 α36

鋸 2 α52 ＊ α 68
3 ＊ ＊ α61

全
L 0．錚 0．42 α詬

は、LO 以下 こ対する平 置

＊ は 、 測捷値変動力汰 きい ため検討対象外とした 、

4． 3解析モ デル お よび境界条件

図一 9 に解析に使用 した解析 モ デ ル お よ び境界

条件を示す 。

表一 5 に温度応力解析定数を示す 。 線膨張係数

は 、 無応 力計の 測定結果 よ り温度上昇期 と 下 降

期 につ い て求め た 。

4 ． 5 温度応力解析結果

温 度実測値 （図
一 5 ） を解析 的に再現 し た結

果 を用 い て温度応力解析を行 っ た 。 温度解析値

が ほぼ 2 、 3℃の範囲内で実測を再現 した段階
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図一 9解析モ デ ル

表
一5 応力解析定数

種　 類 数　 直

宥効 ヤ ン グ係 数 表一5 参照

ボア ソ ン 比 0．2
ケ
ー

ス 1 ：
』’一

　 温11　　　　 6，85
温度 ド降期 9，08

内部　温 度上 昇期 7，60
温度

．
ド降期 8，97

ケ
ー

ス 2 ：表 層　 温度 上昇期 12．8
温度 下 降期 10，2

線膨 張係数 内部　温 度 上 昇期 7、36
（ 1／℃ ） 温 度

．
ド降期 8．48

　 　 　 　一6
× 10 ケ ース 3 ：表層　温度一L昇期 7．20

温 度 ド降期 9．40
内部　温度 上 昇期 5．98
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図
一 10 各対策の 解析的比較 （温度応力）
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2468101214
　 　 　 材齢 （日）

各対策の 解析的比較 （温度応力）

で 温度 応力解析に移行 した 。 温度応力解析結果

を図一 10 に示す。 図
一 11 は ， 全層 を低熱 コ

ン ク リ
ー

トで 打設 し た場合の 解析結果 につ い て

示 した もの で ある 。
こ れ よ り，プ レ クーリ ン グ

（ケ
ース 2 ）お よび低熱 コ ン ク リ

ー トを部分使

用 した ケース （ケース 3 ）に温度応力低減効果

が認め られ る 。 また ， 全層 を低熱 コ ン ク リ
ー

ト

で 打設する場合 に 比 べ て ，表層 の み に打設する

場 合が ，
よ り温度応 力が 低減する 結果 とな っ

た 。 こ の こ とは ，図
一 2 に示すよ うに ，表層 に

低熱 コ ン ク リ
ー

トを打設する場合に （E2 ／ E

l ≦ 1 ） とな る こ と による応力減少効果が、全

層 を低熱 コ ン ク リ
ー

トで 打設する場合 （E2 ／

E1 ； 1 ＞に お ける α 2 △ T2 ／ α 1 △ T1 が
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1 に近づ くこ と に よ る応力低減効果を上 回 っ た

結果 と考えられ る 。

5．有限要素法に よる温度応力予測精度

前章で はプレク
ー

リ ン グおよび低熱 コ ン ク リ
ー

トの 部分使用 をする ことで 温度応力が低減で き

る こ とが わか っ た 。 しか し
， 解析結果 （図

一 1

0 ）は個々 の 試験 体の実測結果 （図一 6） をよ

く再現で きて い る とは言 え ない 。

前章で は各ケース 同
一条件と した補正係数 Φ と

線膨張係数 α に つ い て ，こ こ で は各試験体個々

の値 （表一 4 、 5） を用 い て 解析 した 。

一
例 と して応力変動の 比較的大 きい ケ

ー
ス 2

に つ い て
， 図一 12 ， 13 に 解析結果を示す 。

こ れ らよ り、 補正係数Φ 、 線膨張係数 α を適切

に評価する こ とで 温度応力の 予測精度が向上 す

る こ と が 認め ら れ る
。

個

EE

＼
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只

健

讃

゜
』
FX

心

ト
b
褓

0．5

一〇．5
　 ＿1
−1。5
　 −・2
＿2．5
　 −3

　 　

図一 12 温 度応力解析結果 （ケ
ー

ス 2 ）

am100

　　

一100

−200

−300

　 　 　

図
一 13 拘束ひずみ 解析結果 （ケ

ー
ス 2 ）

　6 ．まとめ

内部拘束が卓越するマ ス コ ン ク リ
ー

ト構造物の

温度応力低減対策として ，プ レ ク ー
リ ン グお よ

び低熱 コ ン ク リ
ー

トの 部分使用 に対する 評価、

な らびに有限要素法解析 に使用す る有効ヤ ン グ

係数の 評価 に関 し，実験的お よ び解析的 ｝三検討

した。

本研究で得 られ た成果を以下に示す 。

（1）実験の 結果 ，全層 を早強 コ ン ク リートを用

い て 打設 した場合に比べ て ， 表層 をプ レ ク
ー

リ

ン グす る場合ある い は表層を低熱 コ ン ク リー ト

を用 い て打設する こ とで 温度応力を低減で きる 。

（2）実験で認め られ た上 記の 傾向は ，有限要素

法に よる解析 にお い て も認められ る 。

t

（3）有効ヤ ン グ係数法を用い た有限要素法解析

に よ り温度応力 を精度 よ く推定する ため には ，

「圧縮増加」「圧縮減少」な どの 応力変動状態 に

応 じた補正係数Φ と
， 線膨 張係数 α を適切 に評

価する必 要が ある 。
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